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社会関与によるコミュニティ

再生の可能性に関する実証研究

一地域知能を軸として－研究報告書（その２）

中根雅夫，杉野隆

1．インプリケーション

１．１集計結果・分析

前稿では，①地域活動，②つながり，③ＩＴ活用に焦点を当てて考察をおこ

なった［ｌ］。その結果，地域活動は活発でなく，地元住民間のつながりも脆

弱でありまた地域活`性化に向けてのＩＴ活用度も低いという状況が明らかに

なった。これらのことから，地域住民の「社会関与」は依然として薄弱であり，

コミュニティの再生は道半ばであることを確認した。

本稿では，上述の事実前提に立って，紙幅の都合上，前稿で言及できなかっ

た調査結果を明らかにし新たなインプリケーションを提示してみよう。

まず，回答者の基本属性については次のとおりである。

ｌ）性別構成

男性（541％）は女性（459％）を上回っているが大差はない。ちなみに

３区（世田谷区，１ＷⅡ区，北区。以下，同様）とも，男性のほうが女性よりも

地域活動に積極的ではあるが，「(地域）活動は行っていない」の回答者はそれ

ほどの乖離が両者間にはない。

－７１－
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２）年齢別構成

30～50代で全体の４分の３強を占めている（表ｌ）。

表１
（％）

『
３）未婚・既婚

未婚者が34.9％，既婚者が58.3％，「離別・死別」と回答した者が6.8％である。

クロス分析によると，概ね，既婚者のほうが未婚者よりも地域活動に積極的で

ある（クロス集計表は紙幅の都合上，省略する。以下，同様)。

４）子供の有無

子供の有無はほぼ二分している。「同居している子供がいる」が36.5％，「同

居している子供はない」が132％，「子供がいない」が503％である。既述の年

齢別構成からも明らかであるが，３分の１強が子供の自立にはまだ至っていな

い。

５）勤務先の業種（上位５位）

全体的にバラツキがみられるが，サービス業，製造業が比較的多い。また，

｢勤めていない」が20％強を占めている（表２)。

－７２－

24歳以下 0.0

25-29歳 6.0

３０－３９歳 21.6

40-49歳 28.3

50-59歳 26.5

60-69歳 17.7

70歳以上
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表２
(％）

６）職業別構成（上位５位）

前項と同様に全体的にバラツキはあるが会社員が40％近くを占め，専業主

婦及び無職で20％強を占めている（表３)。

表３
（％）

７）勤続年数

全体の半数強が勤続年数１０年以上に及んでおり，わが国の旧来の雇用慣行

(終身雇用など）を依然，半ば反映した結果になっている。その一方で，４分

の１強が５年未満と回答している（表４)。

－７３－

サービス業 13.6

製造業 1０．３

ＩＴ関連 6.7

商社・卸売業 4.7

金融業 4.3

その他 １１．０

勤めていない 22.7

会社員（一般社員） 29.0

専業主婦 13.0

パート・アルバイト １０．９

会社員（管理職） 9.0

派過社員・契約社員

無IWi 1０．１



[論文］社会関与によるコミュニティ1圷生の可能性に関する実証研究（中根，杉野）

表４
(％）

８）今後の居住意向

全体の80％強が今後の居住意向について肯定的であり，海外（主に両洋圏）

の事情を考慮すると，わが国固有の特徴を示しているといえる（表５)。

表５
（％）

ただしクロス分析によると，居住意向と地域活動への積極的な参加とは必ず

しも結び付いていないし「つながり感」との相関もない。

また，届住意向が強いlnl答者は，地域貢献意欲が必ずしもないわけではない

が，現実的な行動につながっていない。しかしとりわけ,Ｉｉ１１１ｌｌ区では，居住意

向が強いlI1l答者は他区と比べて地域活動に積極的である。

ちなみに，われわれの先行する調査では，２０年以上の居住者は70％近くが町

内会・自治会に加入しているのに対して，居住年数が短くなるにしたがって，

その加入率が低下していることも判明している［２]。

－７４－

20年以上 3１５

１０年以上20年未満 24.6

５年以上１０年未iiMi 17.7

1年以上５年未満 21.0

1年未満 5.3

できるだけ住み続けたい 5Ｌ３

当分住み続けたい 31.4

できれば転居したい 14.4

住みにくいので近々転居する １．５

仕事の関係で転居予定 1.5
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９）住居形態

マンションも含めて持ち家の占める比率が60％近くある（表６)。この結果

は，前項のそれを多少とも反映したものとなっていると思われる。

表６
（％）

１０）最終学歴

最終学歴については表７のとおりであり，４年制大学卒業者が半数強を占め

ている。

表７
（％）

[Ｚ
以降で，既述のように前稿で言及できなかった調査結果を明らかにしていく

こととする。

ｌ）地域の主要な悩み事への対処方法を具体的に聞いたがその結果は表８

－７５－

一戸建て（借家） 3.0

一戸建て（持ち家） 31.3

分譲マンション 259

賃貸マンション 25.4

賃貸アパート 11.0

その他 3.4

中学 0.6

高校 １６．８

専門学校 10.2

短期大学

高等専修学校

高等専IⅡ]学校 2.4

4年制大学 52.9

大学院 7.1

その他 1.1
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にみるようである。まず，すべてにおいて「そのような悩みはない」の回答が

60％前後に及んでいることが特徴的である。

他方で，「近所付き合い」のようなプライベートなレベルの問題については

家族内で話し合ったり，友人などに相談することでいちおう対処している（た

だし，それで必ずしも当該問題が解決されるわけでもないと思われる)。

しかしその一方で，「li1il辺の安全」や「ゴミ(}}しマナー｣，「騒汗・悪臭」といっ

たより広範囲にわたるⅡ|]題には，町内会，自治会や自治体に相談する傾向に

ある。

ちなみにそもそも住民どうしによる地域問題解決への志向'性自体が低いこ

ともわれわれの調査で既に判明している（16.2％）［３]。しかし３区とも．「誰

かを助ければいつかはその報いが受けられる」の肯定的な回答者は，「地域

の悩み事を解決するために地域住民の積極的な関与が必要か」に80％強が肯

定的であることも注目すべきである。

本調査では明らかにしていないが，人々の協調行動を活発にするには地域の

中間組織の存在が重要となるが，そのことを踏まえると，後述の６）の結果か

らも容易に理解されるが中間組織に対する意識が明らかに希薄である。たと

えば横浜市は，中間組織について，「市民活動団体と行政との間にあって，一

方で市民活動団体に対して，市民活動相互の連携や情報交換，情報や技術・技

能，ノウハウの提供などの機能を持ち，他方で行政に対しては，市民活動全体

の立場を踏まえて政策提言を行うもの」としており，その機能を次のように列

挙している［４]。

①情報提供・相談機能

②ネットワーク機能，コーディネート機能

③資金面の支援機能

④政策提案機能

－７６－
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表８
％

匹研忠■固■…、、￣

■H■■田■■■田Ｒｎ回仔■卍用
、■祠『￣■■■珂回Ｆ■■、
、■咽■■■■■■■■可匹、
、■可Ｆ、■■■■用Ｆ■■、

２）冒頭で指摘したように，地域活動のためにＩＴを活用する状況にはまだ

至っていないが，所有する情報機器（３つ以内）の状況については表９にみる

とおりであり，多くの既存の調査結果とほぼ同様な結果が得られている（ただ

し，直近の調査では，スマートフォンの普及率は71.8％，タブレットのそれは

36.8％と，それぞれの普及率は上がっている［５]・

表ｇ
（％）

－７７－

家
族
・
親
戚
に
相
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す
る

友
人
・
知
人
に
相
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す
る

町
内
会
・
自
治
会
に
相
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す
る

自
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に
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す
る

専
門
家
の
サ
ポ
ー
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を
受
け
る

参
考
と
な
る
三
ｓ
サ
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ト
を

参
照
す
る

そ
の
他

解
決
方
法
が
な
い

そ
の
よ
う
な
悩
み
は
な
い

近所付き合い 22.7 12.0 2.1 2.2 3.3 63.5

周辺地域の安全 13.9 7.2 2.7 5.7 2.7 63.2

痴漢・空き巣 １１．９ 7.1 4.3 5.5 3.0 66.5

ゴミ出しマナー 14.8 11.9 1.2 5.0 3.2 59.9

騒音・悪臭 12.9 2.8 4.0 6.7 61.0

駐車・駐輪 12.0 3.8 7.3 2.2 6.0 3.2 64.6

パソコン 90.2

スマートフォン 64.7

携帯電話 35.0

タブレット 22.2

その他 0.3

いずれも所有していない 0.8
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３）そこで，インターネットの地域活動上の利１mI的を聞いたが（２つ以

内)，表１０にみる結果が得られており，全体の半数近くがインターネットを地

域活動のためには利用していないことが判明した。

またクロス分析によると，年齢別では，２０代後半（259％）と50代（24.2％）

が地域活動の情報を得るために比較的多くがインターネットを見ている（全体

平均：２２２％)。さらに職業別では，日営業と専業主婦が比較的見ている（30％

強)。一方，「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」とする回答

者においてもＩＴ活用にHH度差がある。

表１０
（％）二吋一川爾

さらにクロス分析によると，「ボランティア活動に積極的に参加している」

の回答者のほうが，「rl治会などの地縁的な活動に積極的に参加している」の

回答者よりも，地域活動のためにインターネットを活用している。

これらの事実を踏まえても，近年のＳＮＳの急速な普及を考えると，今後，

ＩＴ活用も地域活動を活発にさせるトリガーの機能を果たすことが十分考えら

れる。すなわち，住民にとってのI11i値的なコンテンツづくりが，しかも住民自

身の手によって従来以上に可能となり，住民がみずから地域情報を生成するこ

とで地元地域への志向性も向上することが考えられる。事実，後述の，住民の

出会いの場を提供し地域再生の拠点となっているコミュニティ・カフェなど

が地域活性化に寄与している事例が報道されてもいる。

４）高齢者や子供が安心していきいきと生活できる地域社会をつくるため，

－７８－

専門家や経験者に相談・質問するため 6.4

地域に関する同じ悩み調や相談事を抱えている人を探すため 3.3

近隣の住民と情報共有し，地域活動に役立てるため 3.2

ボランティア活動や社会貢献をするため 3.1

地域のボランティア活動や社会貢献を一緒にしてくれる人を探すため 2.1

その他 40.1

使っていない 48.8
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表中のぞれぞれの取り組みは必要かという質問への回答結果は表11にみるとお

りである。

いずれの質問項目に対しても肯定的回答が半数強に及んでいるが，「関連す

る地域活動への参加」は最も回答比率が低く，逆に，「見かけたときの声かけ｣，

｢ちょっとしたお手伝い」が比較的回答比率が高かった。このことから，多

くが基本的に無理なく気軽に自分のできる範囲内で社会貢献を考え，行動する

という姿勢をとっていることが理解される。

表１１
（％）

皿回
回匹旧■団■回

回Ｐ旧■■

５）われわれは既に地域の活性化には商店街の社会的機能が重要となること

を実証的に検証し指摘した［６]。そこで，地域の商店街が活性化していく

ための重要な取り組みを改めてたずねてみたが（３つ以内)，その結果は表１２

のような状況である。

全体的にバラツキが目立つが概ねインフラのさらなる整備が要請されてい

ることが理解される。さらにいえば，商店街の存在意義について関心が薄いこ

とが改めて理解される。

この点についても，たんに売り手と買い手という従来の関係に終始するので

はなく，地域の魅力を発信する仲間として取り組むことで，新たな関係や交流

が生まれ，「社会関与」の促進が期待される。

－７９－

そ
う
思
う

多
少
そ
う
思
う

ど
ち
ら
で
も
な
い

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い

そ
う
恩
は
な
い

関連情報の共有化 16.7 43.8 30.3 5.1 4.2

関連する地域活動への参加 12.3 40.3 35.9 5.1

ちょっとしたお手伝い 14.5 47.1 29.3 4.9 4.2

見かけたときの声かけ 19.1 45.5 27.5 4.2
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表1２

Ｉ
６）地域活動のなかには地域内だけではその実効｣性が十分に期待できないも

のがむしろ少なくない。その場合，様々な機関・組織体からの支援を受けるこ

とが想定される。

そこで，地域活動への地域外からの支援活動を受けているか否かをたずねて

みた。その結果，「受けている」が3.3％（78名)，「受けていない」が48.0％，「知

らない」が48.7％という状況になった。受けているとする回答は少数にとど

まっている。しかし「知らない」が半数近くにのぼっており，回答者自身は

認識していないが支援を受けているケースもあると思われる。

さらに，表中のような具体的な支援活動への認識度を，「受けている」とす

る回答者に改めて質問した。その結果が表１３である。

外部の支援活動についても前項同様，概ね関心度は低いが，地域団体の活動

と企業・商店などによる社会貢献活動が比較的認知されている一方で，老人ク

ラブと子供会連合会の活動の認知度が比較的低い（ただし調査対象が東京都

23区内であり，地方圏での状況は本調査結果とは異なる状況を呈する可能性は

十分ある)。

－８０－

コミュニティ・スペース（憩いの場など）の整備や文化教室の開催など 34.8

地域の見回りや防犯カメラの設置など，地域の防犯体制の整備・充実 29.6

産直市の開催や地域オリジナル商茄の開発など，地域産業との連携 22.2

バリアフリーの推進や宅配サービスの充実など，高齢者に配慮した取り組み 21.7

Wi-Fiスポットの設潤など，地域の観光振興への取り組み １８．３

LED街灯の整備や地域美化活動の推進など，環境問題への取り組み 18.0

地域防災マップの作成や防災グッズの備蓄など，災害に強い地域防災体制 １７．８

育児支援サービスの提供やくビーカーの貸し出し 1０．３

体験学習の受け入れや出前講義など，地域人材の育成や社会教育の場 7.0

インキュベーション施設の設iFiLなど，創業者の支援 4.2

その他 19.9
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またクロス分析によれば，居住意向の強い回答者は，これらの認識が二極化

している。

表１３
（％）

１．２小考

以上の調査結果から明らかなように，前稿で検証した状況が改めて立証され

たかたちとなった。

しかし，前稿でも言及したように，ほぼ等しく，地域住民は本来的に地域力

の向上に資する潜在的能力を持っている。その意味で，地域住民は基本的にそ

の集合知としての地域力を発揮するCommunityIntelligence（CI）を保持し

ていると考えられる。

その基本的認識に立って，改めてＣＩの十全な機能を妨げている要因を考え

てみると，①住民の地元地域への志向性の著しい低下，②その結果としての地

域の課題に対する「気づき」の希薄化③地域活動への住民の消極的なコミッ

－８１－

よ
く
知
っ
て
い
る

多
少
知
っ
て
い
る

あ
ま
り
知
ら
な
い

全
く
し
ら
な
い

そ
の
よ
う
な
活
動
は
な
い

地域団体の活動 1０．３ 48.7 29.5 7.7

ＮＰＯやボランティアの活動 1０．３ 35.9 42.3 9.0 2.6

企業・商店などによる社会貢献活動 12.8 43.6 33.3 6.4 3.8

｢地域おこし協力隊」などの地域外の支援活動 7.7 372 39.7 7.7

コミュニティ協議会の活動 16.7 35.9 39.7 １．３

子供会連合会 １０．３ 33.3 42.3 11.5

老人クラブ連合会 7.7 28.2 48.7 14.1 L３

PＴＡ 17.9 33.3 35.9 1０．３

その他 50.0 50.0 0.0
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トメント，④リーダーの不在，⑤住民の高齢化や核家族化などが挙げられる。

これらの構造的問題に対処するには，地元住民間のつながりの構築が何より

も求められる。そのためには，住民，町内会，ｒｌ治会，自治体，ＮＰＯ商店

街などによって構成される，いわば「複合地域ネットワーク」（Complex

RegionalNetwork：ＣＲＮ）の構築が望まれる。ＣＲＮの重層的機能によって，

地域内の住民間の信頼が－ﾙｻ，醸成されることにもなるのである。

そこでその問の状況を調査結果からみてみると，地域住民のつながりに肯定

的な回答者は，居住年数が20年以上の者が比較的多く，今後の居住意向が強い

者も同様な傾向にある。

また，彼らの多くは，「、治会などの地縁的な活動に定期的に参力Ⅱしている」

｢お祭りなどのイベントに積極的に参加している」にも肯定的回答を寄せてい

る。しかし，彼らの地域活動への係わり方としては,５０％前後が自分の判断で，

マイペースに参加しているとしている。

これらのことから，現状においてもつながり性向を高める「素地」がないわ

けではないことが改めて瑚解される｡その意味で，つながりの醸成を促すため

の様々な取り組みをこれまで以上に実施しなければならない。

具体的には，年中行事のような地域住民の親睦・交流が図れる「場」を努め

て多く設け，継続的に住民参加を誘う仕掛けづくりに工夫を凝らすことで，親

睦．交流の「場」づくりをより積極的に図る必要がある。事実，町内会・自治

会の活動を活発にするには何が必要かという質ⅡHに対して，「地域住民の親

睦・交流」が最も高い[］答比率を示している。

また住民問のつながりの向上のためには，地域住民のあいだで互酬`性が醸

成されることが前提となることにも留意すべきである。この点についてのわれ

われの調査では，肯定的'１１１梓が40％強，否定的Ilil答が20％強という結果になっ

ている。ちなみに３区とも，肯定的な回答者は，「地域の悩み事を解決するた

めに地域住民の積極的な関与が必要か」の質問に対して80％強が肯定してい

る。

さらに，肯定的な[Ⅲ符者は，「地域に貢献できることをしたいか」「一般に人
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'よ信頼できるか」「地域住民とのつながりは強いか」「地域住民は大切か」「地

域に根付いているか」「地域の一員だと思うか」のそれぞれに対しても比較的

多くが肯定している。

最後に指摘しておくべき点は，地域活動を活発化するには，リーダの存在が

欠かせないことである。事実，われわれの調査では，リーダがいるとするＭ答

者は，いないとする回答者と比べて，ｌﾘ]らかに主体的に種々の問題に対して地

域内で解決を図っていることが判明している。

また当然ではあるが「リーダ的な役割を担っている」の回答者は，地域へ

の貢献意欲も強く，地域活動全般に対してもコミットしており，地域の悩み事

に対しても，町内会・自治会，自治体に相談している。

本稿の後半では，日本の地域コミュニティの活性化のために必要なメンタ機

能について考察する。

２日本の地域活性化政策までの経緯

２．１地域振興のための地域開発計画

国は，地域振興政策による地域間の均衡ある発展を目指し，全国総合開発計

画（以下，全総）として第１次（1962年）以来，第５次（正式には，「２１世紀

の国士のグランドデザイン」1998年）までを策定した。第５次の計画最終年は

2015年であったが，今や誰もこれらの計iIljiのことを議論しなくなり，その使命

を終えたとみられる。全総は，近代化・産業化のもつ中央集権的・官僚制的な

傾向を伴っていた。しかし1990年代のネオダマ，1995年のインターネット元

年に見られるように日本では，この頃に工業社会から消費社会化，情報社会

化が進展し，全国各地を結合する流通網の発達，情報ネットワークの発達など

によって，地域の位置づけが変質してきたといえる。

「均衡ある発展」という目標は，全総の策定当初からの課題であったが以

後の５次にわたる計画においても克服されていない。国は「均衡ある発展」と
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いう言葉を用いて地方への関与を強める一方，地方はlKlに依存し日主'性を低下

させる結果となった［７]。もちろん，全総における地方開発拠点構想は，東京，

大阪，名古屋のもつ外部経済の集積を利用しにくい地域に大都市の外部経済の

集積をもたらすことによって，地域の飛躍的な発展を可能にすることが強調さ

れたが，具体的な施策の進展はなかった。一律に「均衡ある発展」を目指すこ

とには無理があるとの理解のもと，三全総（1977年）あたりからは「定住自立

圏構想」が述べられるようになり，５全総では「地域の自立と誇りの持てる地

域の創造」とか「地域のＭ性ある発展」に言い換えられるようになってきた。

２．２地域振興から地域活性化へ

地域の自主』性の低下と121治体自身の財政問題から，地域振興政策は失敗し

た。2001年６月に発表された「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に

関する基本方針（骨太の方針)」では，「地方の自立・活`性化」が構造改革プロ

グラムの一つに挙げられた。また「今後は“均衡ある発展”の本来の考え方

を生かすためにも“化|性ある地域の発展,'"知恵と工夫の競争による活性化，，を

重視する方向へと転換することが求められている」と記し「均衡ある発展」

から次に述べる「地域１円性化」ヘのソフトランディングをlX1るものとみられる。

地域活性化ではポランタリ（日立的・自発的）な個人が前提とされる。慣習

や旧来の伝統が支配する社会への保守的回帰ではなく，近代主義・産業主義的

な成長とは異なるかたちでの発展，より望ましい社会状態への意図的な変位を

志向する点に地域の「活性化」活動の特色がある。そこでは，地域コミュニティ

がどう対処すべきかということが地域活州上活動が解決すべき基本問題であ

り，地域活性化とは，地域コミュニティの自立`性と自発性を高めることによっ

て地域社会の何らかのパフォーマンスの上昇をめざす活動であるといえる。

われわれは，これまで，商店街，町内会，ＰＴＡなどの地域組織を中心とし

た地域活性化の可能,性を実証的に研究してきたが結局，地域活性化とは，地
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域住民たちが，「この街に住みたい，住み続けたい。ここに住んでいることに

誇りを持つ」と言えるような，日立的で持続可能な地域社会を確保することで

あると考えた。そのためには，次の二つの持続可能性が必要である：

・地域経済の持続可能性（＝地域インフラ：地域（地場）産業の活性化商

店街の活性化）

・地域社会の持続nJ能性（＝地域コミュニティ：地域文化の活性化住民の

生活に大きく係わる教育・医療・福祉の充実化生活の安全確保（交通事

故，防犯防災，清掃，…)）

本稿では，後者に焦点を当てて議論する。地域住民らが協力し地域の課題

に積極的に取り組むことが地域社会の持続にとって基本的な要件であるが

現実には，地域活動の担い手が不足しまた活動主体を支援する専門家集団

(NPO）が育っていない地域が多く，自立的に活性化を実現することは容易で

はない。まずは，地域住民の協議や活動の核となる111間組織が必要である。

２．３新たな結

地域住民の共同活動ための持続可能な組織の一例として，日本に伝統的な結

という制度が挙げられる。結は，小さな集落や自治単位といった地域社会にお

ける共同作業のための組織である。かつて，田植え，稲刈りなど農業の営みや

屋根の葺替えなど生活の営みを維持していくためには多大な費用と期間，なに

よりも労力が必要であった。結とは，地域社会の家相互間で行われる対応的な

労力交換，相互扶助であった。しかし近年は過疎化や第一次産業の衰退，高

齢化などによって，結の維持が難しくなってきている。

新たな結に関する政策は，国（国士交通省は“新たな結，'，農林水産省は“新

たな「結山，と称する｡）が主導して，2010年前後に研究会などを通して，過

疎集落あるいは農山漁村地域などを対象に“地域住民｢1ら”が協力し民間

主体との協働によって地域のニーズに応じた社会サービスの提供などを行うこ

とによって地域の課題を解決していく方策として，「新しい結」という考え方
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を提唱している［８，９］・地縁組織のみに依存せず，指|iUするテーマが一致し

た多様な主体の参両と協働によって，新しい形での地域再生，地域活性化を図

ろうという試みである。

国も，自治体の行政サービスの充実には限界があり，それだけでは地域コ

ミュニティの維持がlZM難になることを認めている。一方で，民間企業が新たに

参入して地域を活性化することにも人きな期待をもてない。地域活動の担い手

が不足し，市民セクターの主体を担えるＮＰＯが育っていない地域における受

けⅢとして，地域住民の協議や活動の核となる組織を確保するために新たな結

を組織しようというわけである。その結果，住民の参力Ⅱ者意識が向上し，新た

な結の取組み全般への剛解と協力につながるという好循環が期待できるとす

る。各地での試みのうち二つを紹介する。

事例１茨城県石岡市八郷地区：地縁より知縁

石岡市八郷地区では，茅葺き屋根を修繕するために集落ごとで行われていた

茅刈り作業は，「やきと茅葺き屋根保存会」という共同体に受け継がれている。

この茅刈り作業では，家の持ち主や家族のほかに茅刈りに興味がある人や茅

葺き屋根の保存を支援したい人たち（ボランティア）を募ることによって，人

手不足を補っている。ここに新しい形の地域共|可体“結”の姿が見られると

いう。かつての集落という“地縁”で結びついた共同体ではなく，地域外から

も興味や好きな者でつながる“知縁，'により応援してくれる人を広く募ると

いう方法である［１０１１]・

事例２茨城県北茨城市：結づくりプラン

北茨城市では，地域福祉活動計画「結づくりプラン」を実施している（第１

次計画：平成23～26年度，第２次計画：平成27～31年度)。計lIlli推進に当たり，

市民に実施したアンケートの結果，市民の多くが「お互いに協力したり，関わ

りあえる地域」を理想的な地域と考えており，まずは「近所づきあい」から始

めて，地域とのつながりをつくり，人と人との絆を再確認することが大切であ

るとの意見が多かったという。他人が困っている時は，「他人事」ではなく自
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分のこととしてとらえ，支えあうことが今の時代，今の地域にあった，「新た

な結」づくりに繋がっていくと考えているとのことである［１２]。現在，第２

次計画の実施中であるが，詳細は不明である。

このような事例もあるが日本では，やはり国の政策に依存した地域活`性化

活動（事例２はその典型であろう｡）が多い。しかし最近，株式会社やＮＰＯ

として法人化し地域コミュニティの｢1立的な地域活動を支援する事業を行っ

ている事例もある。３事例を紹介する。

事例３ご近所ＳＮＳマチマチ

ご近所という物理的な距離の近さを活かした地域住民の新たな繋がり方とし

て，ＳＮＳを活用した特定の地域を対象とする「ご近所SNS」が事業として活

動している。

株式会社マチマチは2015年１０月に設立され，渋谷区，江戸川区，港区，中野

区，水戸市など全国各地で「ご近所SNS」を運営している。マチマチは，地

方自治体などとも連携しながら「良い街づくり」を進めていく［１３]・ＳＮＳへ

の投稿のジャンルとしては「一般」「質問・疑問」「ママ・子育て」「おすすめ

情報」「あげます．売ります」「防犯・防災」「お仕事・バイト」「ペット」「地

域の課題」「物件情報」などがある。利用者層としてファミリー層が多いが，

上京したての学生や新社会人といった独身の若者や，一定の年齢を超えて地域

に戻って来るシニア男性なども利用しているという。

事例４地域ＳＮＳをPlAZZA

地域におけるご近所づきあいというコミュニケーションを地域ＳＮＳアプリ

｢PIAZZA」を介して実現し，また次世代の街づくりカンパニーを目指して

いる［14]・行政からのおしらせ，コミュニティ情報の交換（いわゆる井戸端

会議)，転入者との地域の生活に欠かせない便利情報の交換などに役立ってい

る。自治体やその地域の懲戒・自治会と協定を締結して情報を媒介している。

勝どき・豊洲，武蔵小杉，流山中野，二子玉川などで展開されている。朝日
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新聞でも，勝どき・豊洲の事例が紹介された［15]・

事例５日本版ユースカウンシルプロジェクト

静岡県は，北海道に次ぐ全国第２位の人口減少率県であり，静岡の未来に危

機感を持つ若者団体や個人（高校生，大学生）が集まり，2015年６月に「わか

もののまち静岡実行委員会」を立ち上げた。欧州を中心に広がる「その地域

に住む若者たちの声を集め，地域の若者をエンパワメントし地域を変えるた

めの協議体」であるユースカウンシルYouthCouncil（スウェーデンを範とし

ている）の日本版を開発・普及を目指すプロジェクト［16］である。

2016年６月にＮＰＯ法人わかもののまちとして法人化し静岡焼津などに

拠点を置き活動している。

事例５はスウェーデンを範としているが，自立的な地域活動のあるべき姿を

実現している顕著な事例としてデンマークの事例をその社会的背景も含めて詳

述する。

３．デンマークにおける自立的な地域活動

デンマークでは，地域コミュニティによる自立的な活動を基盤とした地域活

性化が盛んである。その中心となる人々が，Everydaymaker（ＥＭ）と

Expertcitizen（EC）である。ＥＭとＥＣの自立的な地域活動の基盤には，デ

ンマークの公式，非公式な教育制度に基づく充実した政治教育がある［17]。

３．１PutnamのBowlingaloneとＢａｎｇのEverydaymaker

米の政治学者Putnamは，「民主的な政府がうまくいったり，逆に失敗した

りするのはなぜか」というテーマの下で，イタリアにおいて地方制度改革が行

われた1970年代から20年に渡る調査を行い，同じ時期に生まれ同じ制度によっ

て運営し始められた各地方の自治政府でも，行政パフォーマンスが良好な地域

とそうでない地域があることを見出した。そしてそのような差がなぜ生じるの
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かについて，それらの地域の社会・文化的な環境の違いから説明を試みた。

Putnamの社会関係資本SocialCapital概念とは概ね，この市民的連帯のパ

ターンに見られる諸特徴を要約したものといえる［１８]o

Putnamは，市民的民主主義への関与という問題に対して，自発的組織を市

民的美徳に結びつけることに答を見出した。市民社会における自発的組織の存

在によって，自已強化の積み重ねと社会関係資本の蓄積という美徳の好循環，

すなわち，“社会生活ネットワーク，規範そして信頼という特徴によって，参

加者は目的の共有をより効率的に追求する”ことができるというわけである。

一方，デンマークの政治学者HendrikRBangとSorensenは，コペンハー

ゲンコムーネのノアブロ（Norrebro）地区における地域社会研究を通して，

デンマークの政治参加や民主主義をもとにPutnamの社会関係資本に対して

面白い指摘を行っている［19]・

デンマークの地域社会には，政治的潜在能力のある人的，知的資源が点在し

ており，そこには，社会関係資本ばかりでなく，政治資本Politicalcapitalが

あるという。つまり，付き合いや交流，信頼，社会参加などの人間同士や地域

社会のネットワークを表す社会関係資本ばかりでなく，（一昔前のように国の

政治に対してというよりはむしろ）日々の生活において解決すべき具体的な問

題に関心を寄せ行動を起こすサブエリートがデンマークの地域社会には存在し

ている。Ｂａｎｇらは，政治家や行政官といった制度的参加ではなく，単発的に

地域における具体的な課題や対立の調整を行う形で政治参加するこれらサブエ

リートを，Everydaymakers（日常創造者：以下，ＥＭ）とExpertcitizen（専

門家市民：以下，ＥＣ）と名付けた。デンマークでは，個人が身近な問題に直

面した時にその意見を通す道筋が明確であり参加が保障されているので，当事

者としての自分の影響力を十分発揮することができるのである。また，問題に

対する答えや解決のプロセスは一つではなく，協働と協議によってより妥当な

道を確実に探し進んでいくという意識が，人々の中にある［20]o

Putnamの行政パースペクティブは，ＥＭやＥＣの新しい政治的可能性を無
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視しており，個人は“孤独なボーリング”（Bowlingalone）に他ならないとみ

るという重大なリスクをもっている。デンマークの若者は制度的な政治参加へ

の不信感と無力感を感じつつも，新たな政治的アイデンティティにもとづい

て，積極的に政治参加しており，Bowlingalone“孤独なボーリング，'には陥

らず，Bowlingtogether"共にボーリング,，が彼らの日々の政治関与の特色で

あると主張する［21l

北欧３国は，社会民主主義の伝統が根強く，その歴史と伝統によって，現在

も社会システムに社会民主主義の影響が大きい国家群といえる．デンマークで

は長期にわたる社会民主党政権（1924年以来，短期間の交代を除いて，社会民

主党の政権が続いた｡）に対する不満がつもり，2001年１１月の総選挙で自由党

が政権を奪還したが，この政権も中道右派でありつつも，社会民主主義的施策

(医療・教育費の無料など）を前提として進めている。一方，社会民主党政権

に対する国民の不満には，政治がテクノクラートになりすぎたこと，発言に公

衆との違いが急激に目立つようになったことがあった。日常生活において，市

民のために発言する人々と市民の義務（サッカークラブ，ＰＴＡ会合）に従事

する人々との間の意見の違いを追いかけながら，デンマークでのこのような教

育体系及び政治情勢の中で，Ｂａｎｇの指摘したＥＭとＥＣの行政サービスに関

する見方の違いが生まれてきたといえる。

デンマーク大使館がFacebookに投稿した記事［22］によると

デンマーク人が３人集まるとアソシエーション（association）ができる

と言われます,、アソシエーションとは組合や社団，協会などという意味

であり，自由な意思で参加する活動を指します．・・・農民は国民高等

学校で一緒に歌い協同組合を形成してきました。女性たちは共に行進し

て平等な賃金と投票権を求めてきました｡労働者も労働組合やサッカー

クラブや住宅組合を組織し，自らの生活の質の向上のために運動してき

ました。そして，それぞれの利益を守るために政党が結成されまし
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た。・・・ソーシャルメディアの発達により，今では毎日のように新た

なアソシエーションが草の根の実際の活動の中から生まれてきているの

です。

アソシエーションは，デンマークにおける19世紀の民衆運動の系譜にあり，

他国での自発的結社とは異なる。全国組織をもつ「民主主義の学校」といえる

[23]ｏ

ＥＭやＥＣは，政党政治や労働組合，また巨大化し専門化したアソシエー

ションには懐疑的であり，彼らの関心は統治の構造や政治過程よりも，短期プ

ロジェクトやlEl常的課題へと移行し，ネットワークや組織への参加など多様な

アプローチをとりつつ，幅広い方法で問題に関わり行動を起こしている［24]ｏ

ＥＭは義務感から動くのではなく，影響力を持つことにも関心はないがコミュ

ニティでの活動に参加したいと考えている。一方ＥＣは新たなプロジェクトマ

ネージメントのアイデンティティをもつ。ＥＣは60年代の社会運動のリーダと

異なり，反体制的ではなく，政治家や行政機関と協力してネッワークを形成す

る,.，もっとも，多くの若者はＥＭであり，ＥＣの数は少ないようだ｡ＥＭと

ＥＣを整理すると，次のように説明できる：

ＥＭ：社会における日常的な課題に対して，自発的に問題解決する人。若者

の関心は，行政サービスではなく，地域に身近な問題解決にある。し

たがって，地域の組織に制度的に参加するのではなく，プロジェクト

的に参加する。

ＥＣ：行政サービスに専門的に規則通りに対処するのではなく，日常的な市

民の問題解決に専門知識．経験を発揮する人であり，Ｂａｎｇのいう顔の

見えないテクノクラート（Facelesstechnocrat）ではない。

次に，このようなＥＭ，ＥＣを生むデンマークの教育制度について考えてみ

よう。
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３２デンマークの教育制度とFolkHighSchool

デンマークでは，国民に対して教育義務は課せられているが義務教育とい

う全国民同一の教育制度はなく，教育の形態としては，学校教育と並んで家庭

教育も認められている。図ｌにデンマークの学校教育体系［１７］を示す。

四訂
Ｕ－－－－－ｌ

Ｉ国民高等学校１

１（hDjsko1e）’
’－－－－－１

大学学 高等専高等専門学校 単科専門学校

後期中等学校
Stx，Ｈｈｘ，Ｈｔｘ，Ｈｆ

１０単

私立学校又

は家庭教育

国民学校（初等・初期中等一貫校）

義務教育(O～９学年）

図１デンマークの学校教育体系（[25]を－部改変）

ＥＭ，ＥＣを支えるのは，アソシエーションの一種であるFolkHighSchool

(FHS：デンマーク語ではFolkehojskole）の存在である。ＦＨＳは，スカンジ

ナビア諸国の民主化と継続教育の一般化に貢献し，「デンマーク近代教育の父」

と言われるデンマークの司教NSFGruntvigが理念的な考えを提唱し，デ

ンマークでは，1844年に最初のＦＨＳが設立された。ＦＨＳは，全寮制を基本と

する人間形成教育理念を実践する学校であり，以来ＦＨＳはデンマークにおい

て，民主主義の先駆者，民衆啓発への道を意|床してきた。Gruntvigの思想・

学問とは試験のためとか資格を取るためにあるのではなく，自己形成のため

にするものであると考え，自由と対話による相互作用による全人教育を目指し

た。彼の教育思想は現在のデンマークの教育の根底をなすものであり，デン

マークの国民的精神ともなって，今日のデンマーク社会に大きな影響を与えて
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いる。ＦＨＳは現在約90校ある。

「民衆の大学」としてのＦＨＳの特徴には，①入学資格は17.5歳以上，②全寮

制，③校長ともう一人の教師が学校敷地内に居住する，④試験をしない，⑤資

格を与えない，などがある。履修期間は３～６ヶ月間。履修科目として，①文

学・歴史・自然科学などの伝統的な科Ⅱ②美術，陶芸，音楽，スポーツなど

の趣味を生かした科目③政治学，有機農業，フェニミズムなどの現代的課題

の３領域が１１]意されている。受講生の中には大学への進学前や仕事をやめた

り，別の仕事を求める前に，自分のモチベーションを高めるためやリフレッ

シュするために入学する者もいる。さらには，高齢者のためのコース，夏季だ

けのコースなどもあり，自分にあったコースを選んで，学ぶことができる

[26]。

日本とデンマークでは教育システムが異なるので単純に比較はできないが，

FHSは日本でいう大学の位置づけにある学校組織である。しかし大学（ユニ

バーシティ）や単科大学（カレッジ）とは全く違い単位や学位は授与されな

いが，自由な雰閉気の中で自然を調歌しつつ学べる全寮制の学校である［27]・

デンマークでは，初等・前期中等教育において日本のような「就学義務」は

なく，代わりに「教育義務」が保護者に課されている。家庭教育で代替するこ

とも認められるなど教育選択の自由が保障されている。また，地方分権が進ん

でおり，カリキュラムは各校の理事会が決定する。

４．日本の地域社会におけるＥＭＥＣ

４．１地域活性化のための構造モデルの再考

われわれは，平成１０年度に商店街を軸とする地域活性化の可能性を調査す

る研究を行った。この時にヒアリングを行った松陰神社前商店街振興組合を

例に，地域活性化のための構造モデルについて再考する。

科研費の報告書で提示した構造モデルにリーダを追加し図２のモデルに修

－９３－
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動機付けられた構成員

露
動機付けられて
いない構成員

ョ円目■R軍需ﾑﾋﾟHti｣門l蝿#:弔糯』曲嵜fY､啓舘号鍔佛再需已胃早田中一

蕊勤……

蕊iii灘〆

コミュニテ知

継続I性のある仕掛け

地域活性化のための構造モデル図２

正する。

地域コミュニティにおいて． 地域活性化に賛同する構成員が継続的に活動す

る仕掛けが機能しているとすれば，そこには， 動機付けられた構成員と活性化

活動の中心となるリーダが存在し， 構成員たちをまとめて活動している（ しか

中にｨの構成員全員が動機づけられているわけ ではなくし地域コミュニテ

また，リーダには専門知識を持は関心を持たないものもそれなりに存在する。

つ助言者メンタがいる場合もある。

Mentorは動機づけられた構成員と協働して地域活性化のための活動ﾊﾞンク

を実施しているように描かれているが，メンタは元来伴走者であり，（定義に

地域活性化のための活動をけん引する役割を持つものではなこだわるならば）

ティの構成員である必要はなく， 外ン夕は必ずしも地域コミュニぃ。また．メ

部の専門家又はＮＰＯなどが担う場合もあるく メンタはリーダを支えながら，

活動を促進させる役割を担っている。

ホメーロスの叙事詩オデュッセイアにおいて，メンタMentorは， Odysseus

が息子Telemachusの教育を彼の友人であり忠実な助言者であるメント －几

'よ無能な老人に描かれてMentorに託した（オデュッセイ アの中ではMentor

－９４－



経営論叢第８巻第２号（2019年３月）

いたが｡）ことから，助言や補助を与える有能な者をMentorといっている

[28]・

前述のデンマークの事例になぞらえると，メンタはＥＭ又はＥＣに相当す

る。メンタのモデルをＥＭ又はＥＣに求める場合には，次の仮説を検証する必

要がある：

仮説地域コミュニティの構成員が地域の活動に参加しようとする意欲の程

度（地域活性度）は，彼らのうち地域の活`性化に関心をもつ．`動機付けられた

構成員，，の定住志向・地域への愛着心．帰属意識．政治意識を保持するために，

メンタが継続』性のある動機づけの仕掛けを地域コミュニティに埋め込むことに

よって，向上する。ここに政治意識とは必ずしも国政に限定されず，地域コ

ミュニティ運営（いわゆるコミュニティビジネスとは異なる）への関心，経験

を含む［29]。

４２国政選挙投票率の比較

この仮説の傍証として，日本とデンマークの国政選挙における投票率を比較

してみる。

デンマークの国会議員（一院制）選挙での投票率は日本のそれと比較して明

らかに高い。その理由は，学校教育の中で政治への関心を高めるための教育及

び学校外での民衆教育の成果であろう。一方，日本の20歳代は，1967年には

6669％，1969年には59.61％と，デンマークににやや下'1』1る投票率を上げてい

たが現在ではｌ／２以下の投票率に下落している。表14に両国の最近の国政

選挙における年齢層別投票率の比較結果を示す。各年齢層とも日本の方が大幅

に低いことが分かる。
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表1４
(％）

域2016年に初めて18～１９歳に投票権が与えられた。

注ｌ日本（衆議院）：

http://www・soumugojp/senkyo/senkyo-s/news/sonota/nendaibetu／

注２デンマーク（一院制）：

https://ｗｗｗ・sra-dkcom/voter-turnout-rate／

ＯＥＣＤの2016年の発表によると，日本の１８～24歳の投票率は32.6％，統計に

ある29カ国中最下位であった。デンマークは83.7％，ＯＥＣＤ加盟国の平均は

650％である。その間の学校，地域及び家庭における政治教育が不十分であっ

たことを示していると思われる。それが２０歳代の政治意識地域社会の課題

への問題意識を薄めてしまったのではないか。デンマークでは，選挙権だけで

なく被選挙権も１８歳から与えられている。

４．３小考

一国の教育制度は，一朝一夕に変えられるものではない。2007年の第１次安

倍内閣において憲法改正国民投票法案が国会に提出された際，国民投票では投

－９６－

日本 デンマーク

年齢 2017年 年齢 2015年

１０歳代
＊

40.49 18歳 83.70

20歳代 33.85

１９－２１歳

22-29歳

77.20

79.20

30歳代 44.75 30-39歳 85.10

40歳代 53.52 40-49歳 87.80

50歳代 63.32 50-59歳 88.70

60歳代 72.04 60-69歳 91.20

70歳代以上 60.94

70-79歳

80歳以上

90.10

ｎ．ａ．

全体 53.68 全体 ｎ．ａ．
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票権を有する国民は18歳以上との規定を設けた修正案が成立し附則で公職選

挙法の選挙権年齢の18歳以上への引き下げの検討が盛り込まれることになっ

た。爾来ほぼ１０年をかけて2015年に改正公職選挙法が公布され，2016年から運

用された。この間に平成２０．２１年版学習指導要領が公示された、教育基本法第

１４条第１項には「良識ある公民として必要な政治的教養は，教育上尊重されな

ければならないＪと書かれているが一方で，（高等）「学校が政治的中立性

を確保しつつ，現実の具体的な政治的事象も取り扱い，生徒が有権者として自

らの判断で権利を行使することができるよう，より一層具体的かつ実践的な指

導を行うこと｡」と釘を刺す指導方針を示している［30]。

今後の日本においてメンタとしてのＥＭ，ＥＣをいかにして育成するかは，

自立的地域活性化を進める上で重要なテーマであるが，今後の研究課題とす

る。
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